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【要約】 
 地域福祉拠点として（主として）公共図書館が果たすべき役割やその可能性について検討
するための研究ノートである。図書館がもつ資源（施設、サービス、情報源）は地域におい
て、福祉の向上に役立つものと考える。具体的には、障害者を含むあらゆる利用者を想定し
た。建築物としての図書館、そのバリアフリー、ユニバーサルデザイン概念の導入・活用状
況、福祉関係諸法令と図書館の動向を調査することで図書館が地域福祉においてどのような
位置付とさえるべきなのかを考察する出発点としたい。 
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Ⅰ. はじめに 
 
 第二次大戦後、日本国民は新憲法のもと、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を保
障され、同時に国は社会福祉、社会保障、公衆衛生の向上及び増進に努めることとされた。
福祉政策としては 1950年代から 1960 年代にかけ、貧困対策と並行し、国民の経済的自立に
向けた社会福祉六法体制などが整備されていった。さらに、1970年代には高度経済成長、高
齢化といった社会的背景のもと、介護問題に対し特別養護老人ホームの整備と在宅福祉ニー
ズへの対応が進められ、以降、1990年には、「老人福祉法等の一部を改正する法律」により社
会福祉関係八法が改正され、当時の地方分権化の動向も相まって市町村を基盤とした在宅福
祉サービスと地域福祉の計画的推進が始まった。 
 社会福祉協議会は、1951 年（昭和 26 年）施行の社会福祉事業法（現 社会福祉法に 2000
年題名改正）に基づき設置され、国の施策として整備されていない部分に対し各地で開拓的
に取り組むなど地域福祉の向上に寄与してきた。しかし、福祉情報サービス、相談活動、ボ
ランティア、市民活動支援など地域福祉の一層の推進を図るために取り組むべき課題は多い。
そこで、地域の身近な存在である図書館が担うことができる役割は何かを検討することで、
一層の地域福祉の向上が図れるのではないかと考え「地域福祉拠点としての図書館」の可能
性を考えていきたい。 
 
Ⅱ．地域拠点としての図書館 
 
図書館は我々の身近なところにある。例えば栃木県内（25市町=14市 11町）には 54館の、
市町立図書館があり、公共図書館の設置がないのは、益子町のみである。ただし、益子町は
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町民センター内に図書室（蔵書数 3.4 万冊）を設けており、実質的に全市町に図書館が設置
されているといえる。 
また、宇都宮市には市立図書館５館と、県立図書
館１館がある。このように複数の公共図書館を運営
する市町も少なくない（表１ 参照） こうした状
況は、合併特例法等のもと、国が推し進めた「平成
の大合併」の結果であるといえる。合併した市町村 
にもともと設置されていた図書館が、合併後に分館
として運営を継続したのである。 
 
 
Ⅲ．地域福祉拠点としての図書館 
 
１． 運営方針 
 
図書館法には次のような条文がある。「第 17 条 公立図書館は、入館料その他図書館資料
の利用に対するいかなる対価をも徴収してはならない。」 図書館無料の原則はこの条文を根
拠としている。（公立）図書館の利用はそのすべて（入館、資料利用、貸し出し等）において
無料であることにより、年齢、社会的属性等を問わず気軽に利用できるのである。 
 また、1994年採択「ユネスコ公共図書館宣言」において「公共図書館のサービスは、年齢、
人種、性別、宗教、国籍、言語、あるいは社会的身分を問わず、すべての人々が平等に利用で
きるという原則に基づいて提供される理由は何であれ、通常のサービスや資料の利用ができ
ない人々、たとえば言語上の少数グループ(マイノリティ)、障害者、あるいは入院患者や受
刑者に対しては、特別なサービスと資料が提供されなければならない。」（今まど子 2000）１） 
とあるように、公共図書館のサービス対象（利用者）は「すべての人」であり、こうした原則
のもと図書館の運営はなされるのである。 
 
２．建築物として 
 
 日本建築学会(2003)によれば、戦後の公共図書館建築の系譜は概ね次のようになる。 
(1)勉強部屋型図書館 
 １９５０年代、来館者のほとんどが学生で、学校の勉強や受験勉強のためだけに図書館を
利用する状態であった。 
(2)貸出型図書館 
 １９６０年代から１９７０年代にかけ、本来の図書館を追求する動きが高まり、住民（利
用者）に貸出を中心とした資料提供に力を入れた全域サービスが重要であるとされた。 
(3)多様化・ネットワーク化 
１９８０年代以降、より大規模かつ高度なサービスという高機能化した大規模図書館が出現
した。同時に図書館は複合施設化が急速に加速し、図書館には大規模なホールや会議室など
が併設された。例えば宇都宮市立東図書館（以下「東図書館」という）は、１９９２年（平成
市町名 館数 市町名 館数
宇都宮市 5 大田原市 2
栃木市 6 那須塩原市 3
佐野市 3 さ く ら市 2
鹿沼市 3 那須烏山市 2
日光市 3 下野市 3
小山市 4 高根沢町 3
真岡市 2 那珂川町 2
表１ 　 複数の公共図書館を運営する市町
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４年）開館である。東図書館には、ホール３、会議室 5、学習室２、創作室・和室各１が備わ
り、現在は、宇都宮市東生涯学習センターとしても利用されている。この頃、開館した図書
館の多くは好景気を背景に大規模なものが多くみられるが、現在では、施設維持にかかる経
費や老朽化による利用減などが問題視されるケースもみられる。 
宇都宮市立南図書館（以下「南図書館」という）は 2011 年（平成 23 年）オープンの新し
い建築物である。南図書館は東図書館と同様にホール、会議室、ギャラリー等を併設してい
る。しかし、南図書館は平成に入ってから開館した建物物の特徴を持っていると言えるであ
ろう。1994年（平成 6年）「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促
進に関する法律」（以下「ハートビル法」という）が成立、2000(平成 12 年)に施行された。
ハートビル法は「高齢者、障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する
法律」（以下「交通バリアフリー法」という）とともに 2006（平成 18年）に廃止され、「高齢
者、障害者等の移動の円滑化の促進に関する法律」（以下、「バリアフリー新法」という）に統
合、2006（平成 18年）に施行された。 
バリアフリー新法は同第 1 条によると、高齢者、障害者等の移動上及び施設利用上の利便
性及び安全性の向上の促進を図ることで公共福祉の増進に資することを目的としている。バ
リアフリー新法には、2つのチェックリストがある。一つは、「建築物移動等円滑化基準チェ
ックリスト」（以下、「基準チェックリスト」という）、もう一つは「建築物移動等円滑化誘導
基準チェックリスト」(以下、「円滑化チェックリスト」という)である。国土交通省（2011）
によると、前者は「バリアフリー化の最低限のレベル」とされ特定建築物では努力義務、特
別特定建築物においては適合義務および既存建築物に対しても努力義務とされ、後者はバリ
アフリー化の「望ましいレベル」とされており、適合義務はないが基準を満たすと一定のイ
ンセンティブが与えられる。「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令」
第四条※３により図書館は特定建築物となる。また、特別特定建築物とは、「高齢者、障害者等
の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令」第五条に示されたものかつ床面積合計 2000平
方メートル以上の建築物（同施行令第九条）である。 
このことにより、南図書館（延床面積 7041平方メートル）は、特別特定建築物となる。先
に述べた通り、南図書館は、バリアフリー新法施行後の建築物であるので、特別特定建築物
として「建築物移動等円滑化基準チェックリスト」に適合する義務がある。 
 
３．福祉拠点としての検討①（最近の建築物） 
 
実際の図書館から障害者への配慮事例を確認してみると次のようなものが確認できる。 
南図書館の出入り口：自動ドアまでのアクセスに段差は認ない。最初の自動ドアから入館す
るとエントランススペースがあり、その先 2 つ目のドアも自動ドアである。図書館では出入
り口にエントランススペースを設けるケースが多い。これは館内への風雨および埃の侵入を
減らすためである。また自動ドアの採用は両手で資料を抱えて入退館する利用者の利便を考
えてのことである。また、点状ブロックの敷設が確認できる。 
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さらに、南図書館では、出入口頭上に誘導鈴が設置されている。他に、車椅子利用者用駐
車スペースは 10 台分が確保されている。一般駐車場から図書館へのアクセスに段差はない。 
 
４．福祉拠点としての検討②（既存の建築物） 
 
 円滑化チェックリストに対し、既存建築物は努力義務がある。そこで既存の図書館および
その他の建築物のチェックリストへの適応状況を調査する必要がある。 
既存 1（写真）は、2000（平成 12年）より利用さ
れている大学キャンパス内の建築物である。平成 12
年にはチェックリストは存在しないがスロープが設
置されている。このスロープの傾斜は 1/12 勾配(約
5 度)であった。また、既存２は同じく平成 12 年開
設の大学図書館内スロープであり、こちらも 1/12勾
配であった。既存 3 の画像は築年不明ではあるが、
後付けのスロープの例である。勾配は約 14 度ある。
円滑化チェックリストでは、傾斜路の勾配は 1/12勾配以下とされており、既存 2および 3は
これと同勾配となっている。しかし、実際に車椅子を利用し、1/12 勾配を昇降してみると、
視覚から得られる角度以上に筋力を必要とすることがわかる。さらに下りにおいては、車椅
子と自身の体重を支える力を必要とするため、1/12勾配であっても介助者の支援が欲しいと
ころとなる。障害者や体力の落ちている成人や高齢者にとっては建築物利用においての不安
要素となるであろう。 
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また、図書館では早くより障害者を含む様々な利用者を想定し、例えば、利用者向けに拡
大読書器（弱視、ロービジョン、視覚障害者向け機器）、多目的トイレ、多言語資料、点字資
料、録音資料、DAISYなどを設置、作成・収集している、これは図書館があらゆる利用者の利
用を想定して運営をしているためである。他に、エレベーター、インターフォン、車椅子な
ども障がい者の利用を前提に配置している。 
 
５．福祉拠点としての検討（地域福祉と図書館） 
 
南図書館 5（写真）はエントランスに貼られたステッカーである。この他、AED,介助犬につ
いてのステッカーもみられた。「赤ちゃんの駅」では、乳幼児とその保護者が授乳やおむつ替
えのために利用できるスペースを提供している。地域福祉拠点としての図書館の一例といっ
ていいであろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．図書館の障害者サービスと法令 
 
2016（平成 28 年）「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下、「差別解消
法」という）が施行され、障害者に対する合理的配慮が義務付けられた（第七条第二項）。こ
れを受けて日本図書館協会は 2016（平成 28年 3月）「図書館における障害を理由とする差別
の解消の推進に関するガイドライン」を公表した。 
 障害者の自立及び支援に関する法律（現 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律）（(以下、「自立支援法」という)の改正により、平成 23年 10 月より、同行
援護サービスが実施されている。今後は、図書館関連のこれら法令およびガイドラインの履
行・図書館サービスの変化の状況を調査する必要がある。 
 
南図書館 5 
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５．おわりに 
 
 図書館は歴史的にあらゆる利用者にサービスを提供するため、図書館サービスを継続、施
設等を維持してきた。地域福祉の継続的・計画的推進が求められる状況において、地域福祉
の新たなチャネルとしてその特性、情報資源、サービス等を活用することで、新たな役割が
生まれ、利用者に認知されていく。今後の調査・研究において、地域福祉の展開において図
書館が果たすべき役割を、施設面、法令面、サービス面から追っていく必要がある。平成 12
年に施行された介護保険法に基づき設置される地域包括支援センターは(介護保険法 第百
十五条の四十六により「地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を
行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする
施設」であるが、鹿児島県指宿市立図書館では 2016年、域包括支援センターと連携し、認知
症に関する本やパネルなどを集めた特設コーナーを設置し、地域包括支援センターの認知症
地域支援推進員のおすすめ本の展示を行った。こうした事例調査も含め、地域福祉拠点とし
ての図書館を検討していきたい。 
 
注 
1) 今まど子編著(2000).「図書館学基礎資料（第 3版）」. 樹村房. p.32 
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